
 

 

 

 

 

 

 

 

いま日本は、「戦争か平和か」の歴史的岐路に立っています。政府は、2022年年末に「安保関連 3文書（国家安全

保障戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計画）」の改定を閣議決定しました。他国に直接の脅威を与え、先制攻撃も可

能な「軍隊と武器」（敵基地攻撃能力）を持とうとするものです。2015年の安保法制での「戦争国家づくり」を実践

するもので、専守防衛をふみにじる憲法違反です。 

政府は、「『専守防衛』に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大国にならず」といいます。しかし、世界第 3位の

軍事大国になり、他国攻撃ができる長距離ミサイルを持つことが、周辺国の不信をあおり、脅威をあたえ、軍拡競争

を過熱させることは明らかです。安保法制を実行して敵基地等を攻撃すれば、日本が攻撃されていなくても他国を攻

撃することになり、相手の報復攻撃をまねき、日本が戦場になりかねません。 

全教は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」の呼びかけに積極的に応え、『大軍拡、大増税に

反対する署名』にとりくんでいます。「教え子を再び戦場に送らない」ために、私たちが今できること。ぜひ、ご一

緒にこの請願署名にとりくみましょう。 

日本が戦場に・・・ 

政府は、敵基地攻撃のため長射程ミサイルを

地上や戦闘機に大量に配備しようとしています。

そして、米軍の指揮の下に「敵」のミサイル基

地などを攻撃することが想定されています。米

軍は、「台湾有事」をにらんで、沖縄・南西諸島

の島々で、自衛隊と共同して中国とミサイルを

撃ちあう作戦構想を進めています。そのため、

自衛隊の南西諸島へのミサイル部隊配備が急速に進んでいるのです(上記、長

射程ミサイル)。沖縄・南西諸島と日本が戦場になる構想です。また、民間空

港や港湾の戦時利用、住民の避難態勢づくりなど、自治体や住民も動員する戦

時体制をめざしています。 

5年で 43兆円の大軍拡 世界第 3位 ・・・ 
こんな危険な大軍拡のため、今後 5 年間で防衛費（軍事費）を 43 兆円支出

し、2027 年度には 11 兆円超、防衛費、世界第 3 位の軍事大国にしようとし

ています。年間 5 兆円もの増額のために、国民 1 人当たり 5 万円の負担が襲

いかかります。政府はそのうち 1 兆円は、増税するとしています。歳出削減や

国債発行も行うとしており、結局、国民に痛みを押し付けようとしています。

この大軍拡を止めさせるために、「くらしを壊す大軍拡ＮＯ！」の声を広げま

しょう。 

「教え子を再び戦場に送らない」ために、今こそ‼ 
戦争のない平和な未来を子どもたちに渡すことは私たち大人の責務です。

防衛費を倍増し、ミサイルを配備するなど「戦争を準備する」のではなく、憲

法９条をいかした積極的な「平和の準備」「平和外交」が今、求められていま

す。「教え子を再び戦場に送らない」ためにも、今こそ、署名のとりくみなど、

一人ひとりができることをはじめましょう。 
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